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研究成果の概要（和文）：本研究は、1980年代後半以降の高等教育政策の転換点を政策過程論の理論モデルで説
明することを目的とした。成果として、高等教育研究の分野における政策過程論の適用実態を把握するととも
に、米国における連邦高等教育法の再授権、州政府における業績ベース・ファンディングの導入、連邦学生支援
制度における財務責任基準の適用、日本の公立大学の拡大と法人化といった転換点に関して、その政策過程に対
する理論モデルの適用可能性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The Objective of this study was to explain why and how certain higher 
education policy shifts have taken place since late 1980s by using a variety of theoretical models 
of policy process. As the outcomes of this study, we have done the followings. (1) We thoroughly 
reviewed precedent policy process studies in higher education field. (2) We studied the 
applicability of theoretical models of policy process to the following events in the United States: 
a) the reauthorization of the Higher Education Act, b) state governments' decision-making to 
implement their performance-based funding in higher education, c) Department of Education's 
financial responsibility standards to regulate federal student support. (3) Additionally, we studied
 the applicability of theoretical models of policy process to Japanese local public universities' 
expansion since 1990s and corporatization since 2004.

研究分野：高等教育財政
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本では、高等教育政策に対して政策過程論の理論モデルを適用した分析を実施している例は多くないため、学
術的な観点から意義を有している。また、新政策の実施や政策の方向性の転換という事象は、個別事例として記
述的な情報の集積で語られることが多い。しかし、理論にもとづきモデル化することで、事象の生起プロセスが
明らかとなり、他の事象の生起プロセスとの類似性や差異を分析することが可能となる。そうしたことから、将
来にわたる政策の予見性を高める可能性を持ち、社会的な意義も指摘できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 日本における「高等教育政策」の学術的研究は多岐にわたるが、政策の転換点を扱う際は、
政策の効果と副作用を予測し、その可否・成否を指摘する規範論的な傾向が強い。 
 
(2) 政権交代時などの政策転換事例については、体系的な情報収集と整理を行い、記述的推論を
実施している先行研究が数多く存在する。しかし、政策過程論の理論モデルを適用した事例は少
ない。 
 
(3) 本研究は、そうした状況を背景として、政策転換点への「潜在的な動きの存在」と「短期の
トリガー」を区別し、政策過程論の理論モデルを適用した研究を計画した。つまり、日本におけ
る「高等教育政策」に関する学術研究の現状に対して間隙を埋めるような内容を目指した。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究の目的は、政策科学における政策過程論を中心としたアプローチを採用することによ
り、財政配分の量および配分方法の変更、高等教育への参入・機関運営に関する規制の強化・緩
和、政府機関等の再編、重点政策目的の変更といった高等教育政策の転換について、その決定メ
カニズムを説明する理論モデルの適用を探索的に行うことにあった。 
 
(2) 個別事例に対して既存の理論モデルを適用することにより、高等教育セクターおよびそこに
属する機関が「政策転換の生起」や「転換後の影響」について一定の予測を行うことができ、実
務面においても役立つこと目指した。 
 
３．研究の方法 
(1) 政策過程論の理論モデルを用いた高等教育政策の転換点に関する研究について、主に米国に
おける実績を渉猟し、理論の適用方法とデータを用いた実証手法について情報を収集するとと
もに、本研究での応用について検討する。 
 
(2) a.米国における連邦高等教育法の再授権、b.米国州政府における業績ベース・ファンディン
グの導入、c.米国連邦学生支援制度における財務責任基準の適用、d.日本の公立大学の拡大と法
人化という 4 つの政策転換点について、時系列の経緯、利害関係者の構造と動きといった定性
的な情報と財政等の定量的なデータを収集し、全体像を把握する。 
 
(3) 政策転換点の起因とプロセスおよび帰結について、政策過程論の理論モデルを適用した仮説
を設定し、収集した定量的なデータを用いた実証分析を行う。 
 
４．研究成果 
 
(1) 2019年度の成果： 
米国高等教育の政策的転換点に関する情報収集と共有をはかり、政策過程論における諸理論
モデルの適用について研究を進める手順について議論し、分担を確認した。対象とした政策は連
邦レベルの「米国における連邦高等教育法の再授権・関連法規の動向」と州レベルの「業績ベー
ス・ファンディングの採用と内容の変化」である。理論モデルの候補は、当初の実施計画とその
後の先行研究の検討にもとづき、以下のものを取り上げることとし、各モデルについて分担を決
定した：段階モデル、合理的選択制度論、多元的流路モデル（「政策の窓」）、断続平衡説、唱道
連携フレームワーク、政策 
波及理論、政策起業家論、ゲーム理論、アジェンダ・セッティング。 
その後、決定した分担に従い、各理論モデルの特徴と高等教育分野への適用可能性について発
表と意見交換、実証研究に必要となるデータ等について検討した。また、日本を対象とした研究
については、公立大学の拡大過程を予算額の変動にもとづいて分析、検討する可能性を議論した。 
なお、米国の情報収集と理論の適用可能性を検討する中で、連邦の政策動向に以下のような動
きがあったため、理論モデルの適用可能性を検討した：連邦高等教育法再授権をめぐる連邦議会
における二大政党案の動向、連邦高等教育法 TitleⅣにもとづく機関財務責任をめぐる動向、ト
ランプ政権における営利大学優遇と認証評価機関の不正、公職者貸与奨学金返済免除制度廃止
法案などの動向、米国高等教育界におけるエンロールメント危機、新たな経済危機への対応、閉
鎖・統合の加速の動向。 
 
(2) 2020年度の成果： 
コロナ禍の中で海外訪問調査が困難となり、研究の中心を国内研究にシフトし、公立大学の法
人化、統合等の変遷を主テーマとして設定した。特に公立大学の設置者の地方財政状況調査表



（決算統計）における「教育費－大学費」の長期的推移と政策転換点（法人化等）の関係を検討
することとした。なお、データ分析の試行結果等により、決算統計における「教育費－大学費」
については、設置者によって計上科目を突然変更しているケース（例．ある年度から附属病院経
費を「衛生費－公衆衛生費」に計上するなど）があり、注意が必要であることが確認できた。 
また、米国を中心とした研究実績の洗い直しと本研究での適用可能性を検討するため、以下の

6 件を重要文献と位置づけ、分担して内容の精査を行った：Bark (2019)、Gandara & Jones 
(2020)、Hearn et al. (2017)、Ingle et al.(2007)、Ness & Mistretta (2009)、Ness(2010)。 
 
(3) 2021年度の成果： 

2020年度に引き続き、公立大学設置者における「教育費－大学費」の長期的推移と政策転換
点（法人化等）前後の変動に関する試行的な分析を実施した。具体的には、(1)法人化等の前後に
おける経常的経費の経年変化にもとづいた設置自治体の類型化、(2)法人化等の生起要因の探索
といった方向性で進めた。また、データのグラフ化（可視化）による資料集の作成、公立大学実
態調査データにもとづく機関レベルの支出データの分析などを追加で進めた。そして、a.公立大
学法人化に係る設置自治体の会議議事録の分析、b.設置自治体財政データと機関の支出データの
両方を用いた分析の 2つの成果を確認した。 
 
 なお、研究期間中の成果については、報告書を刊行する予定である。 
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